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  本号の主なニュース 

１．ＳＣＭ推進協議会 平成２８年度第１回理事会開催 

２．下請取引のルールの強化に伴い「価格交渉ノウハウ・ハンドブック」及び「事例集」を改訂 

３．外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図るための技能実習法が成立  

 

 

◇  ＳＣＭ推進協議会 平成２８年度第１回理事会開催 ◇ 

 

「平成２８年度第１回理事会」が１月２７日（金）に東京ファッションタウン（TFT）ビ

ルで開催された。 

 

  開会にあたり馬場会長は、毎年実施している取引適正化に関する「聴き取り調査」の結

果報告に触れ、「産地企業間の一部では基本契約書の締結が進んでいないところがあった

が、概ね、基本契約書締結は当たり前になってきた。しかし、『代金の減額を誘発する要因

になりかねない』等、不透明で不適格な『歩引き』取引が残っている。平成２２年から、

『経営トップ合同会議』参加企業は、より一層の取引適正化を進めるため、『歩引き』の全

廃を宣言し、廃止に向けた取り組みを実行してきたが、この会議体に参加していない企業

や非会員企業では、昔からの商慣習として、未だに残っている。このようなことを踏まえ、

『歩引き』取引の廃止も含めた、サプライチェーン全体の取引適正化に向けた活動を推し

進めるため、日本繊維産業連盟と協同で『繊維産業の適正取引の推進と生産性・付加価値

向上に向けた自主行動計画』を策定し、実施することとした。」と述べた。 

最後に、「流通や取引に関する慣行は、歴史的、社会的背景の中で形成されてきたもので

あり、その在り方については、常に見直され、より良いものへと変化していくことが求め

られていると思う。」と挨拶された。 

 

  今回の理事会は、平成２８年度事業及び収支についての中間報告と平成２９年度の事業

計画及び事業予算の原案について審議が行われ、原案通り承認された。 

 

http://www.kinujinsen.com/
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平成２９年度事業計画（原案） 

http://fispa.gr.jp/wp/wp-content/uploads/H29jigyoukatudou.pdf 

 

 

◇  下請取引のルール強化に伴い「価格交渉ノウハウ・ハンドブック」及び｢事例集｣を改訂 ◇ 

 

 平成２９年１月２７日 

中 小 企 業 庁 

下請法の「運用基準」、下請振興法の「振興基準」などの改正をうけ、価格転嫁など取

引条件の改善が進まず厳しい状況にある下請等中小企業の価格交渉力強化を支援するた

めの「価格交渉ノウハウ・ハンドブック」および「事例集」を改訂しました。 

また、新基準を反映させたハンドブック等でセミナーを開催し、個別企業への指導を行

うことで、価格交渉ノウハウの普及に取り組みます。  
 

下請取引のル－ルを変更しました 

経済の好循環を実現するためには、下請等中小企業の取引条件を改善していくことが必

要です。このため、中小企業庁と公正取引委員会では、平成２８年１２月に下請法の「運

用基準」、下請振興法の「振興基準」などの改正を行いました。 

その内容を下請等中小企業の価格交渉力強化を支援するために作成した「価格交渉ノウ

ハウ・ハンドブック」および「事例集」に反映させ、また、中小企業の方々からのご意見

を反映させ、より分かりやすい資料にしました。 
 

新版「価格交渉ノウハウ・ハンドブック」および「事例集」について 

本資料は、本年２月上旬に、各県の中央会、地域の商工会及び商工会議所などに配布し

ます。入手方法は、最寄りの支援機関にお問い合わせいただくか、以下の中小企業庁ホー

ムページパンフレット請求入力フォームよりご請求ください。 

資料請求ページ 

中小企業・小規模事業者のための価格交渉ノウハウ・ハンドブック(平成２９年１月改訂) 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2016/160610support2.pdf 

価格交渉を行うための事例集(平成２９年１月改訂) 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2016/160610support1.pdf 
 

また、価格交渉ノウハウの普及を図るため開催している下請等中小企業向けセミナーも

新版資料を用い、本年３月まで２０回程度開催します。来年度についても開催を予定して

おります。（受講料無料、定員制）。 

セミナ－の開催日程等については、以下の公益財団法人全国中小企業取引振興協会のホ

ームページからご覧ください。 

http://fispa.gr.jp/wp/wp-content/uploads/H29jigyoukatudou.pdf
http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/pamfsystem/pamfsystem.html
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2016/160610support2.pdf
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2016/160610support1.pdf
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2016/160610support1.pdf
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セミナ－の開催日程等に関するお申込み先 

公益財団法人全国中小企業取引振興協会ホームページ 

http://www.zenkyo.or.jp/kakakusupport/index.htm 

電話：０１２０－７３５－８８８ 

 

【問い合わせ先】 

中小企業庁事業環境部取引課長 安藤 

担当者：村山、平澤 

電話：０３－３５０１－１５１１(内線５２９１～７) 

   ０３－３５０１－１６６９(直通) 

ＦＡＸ：０３－３５０１－６８９９ 

 

 

◇  外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図るための 技能実習法が成立 ◇ 

 

技能実習制度が新しく生まれ変わります 

 技能実習制度は、開発途上地域等への技能等の移転を図り、その経済発展を担う「人づ

くり」に協力することを目的とする制度として、我が国の国際貢献において重要な役割を

果たしています。 

技能実習法は、技能実習に関し、技能実習計画の認定及び監理団体の許可の制度を設け、

これらに関する事務を行う外国人技能実習機構を設けること等により、技能実習の適正な

実施及び技能実習生の保護を図るものです。 

技能実習法は、平成２８年１１月２８日に公布されました。今後、公布の日から１年以

内の施行に向けて、準備を進めていくことになります。 

 

法律の概要（法務省及び厚生労働省で共管） 

１． 技能実習制度の適正化 

（１）技能実習の基本理念及び関係者の責務規定を定めるとともに、技能実習に関し基本

方針を策定する。 

（２）技能実習生ごとに作成する技能実習計画について認定制とし、技能実習生の技能等

の修得に係る評価を行うことなどの認定の基準や認定の欠格事由のほか、報告徴収、

改善命令、認定の取消し等を規定する。 

（３）実習実施者について、届出制とする。 

（４）監理団体について、許可制とし、許可の基準や許可の欠格事由のほか、遵守事項、

報告徴収、改善命令、許可の取消し等を規定する。 

http://www.zenkyo.or.jp/kakakusupport/index.htm
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（５）技能実習生に対する人権侵害行為等について、禁止規定を設け違反に対する所要の

罰則を規定するとともに、技能実習生に対する相談や情報提供、技能実習生の転籍

の連絡調整等を行うことにより、技能実習生の保護等に関する措置を講ずる。 

（６）事業所管大臣等に対する協力要請等を規定するとともに、地域ごとに関係行政機関

等による地域協議会を設置する。 

（７）外国人技能実習機構を認可法人として新設し、 

・（２）の技能実習計画の認定 

・（２）の実習実施者・監理団体に報告を求め、実地に検査 

・（３）の実習実施者の届出の受理 

・（４）の監理団体の許可に関する調査 

等を行わせるほか、技能実習生に対する相談・援助等を行う。 

２．技能実習制度の拡充 

優良な実習実施者・監理団体に限定して、第３号技能実習生の受入れ（４～５年目の

技能実習の実施）を可能とする。 

３．その他 

技能実習の在留資格を規定する出入国管理及び難民認定法の改正を行うほか、所要の

改正を行う。 

 

☆ 技能実習法の詳細は、法務省・厚生労働省ホームページをご覧ください。 

・法務省『技能実習法による新しい技能実習制度について』 

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri05_00014.html 

・厚生労働省『外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（技

能実習法）について』 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000142615.html 

☆ 今後の施行に向けた関係情報についても、随時ホームページにてお知らせします。 

 

 

◇ 「資金調達ナビ」最新の支援情報（全国版） ◇ 

 

中小機構では、Ｊ-Ｎｅｔ２１スタッフが全国の省庁や都道府県庁、支援センターなどの

公的機関のサイトに発表されているＷＥＢ情報を収集し、リンク情報として紹介して

います。資金制度、募集中の資金情報を資金調達の目的、方法、都道府県別に検索で

きますので実施されている事業にあわせて情報を入手することが出来ます。 

中小機構ホームページ http://j-net21.smrj.go.jp/snavi/support 

(日絹ホームページからもリンクしていますので御利用下さい) 

 



 ５ 

（公募中案件） 

2017/02/09掲載 

平成２９年度  中小企業活路開拓調査・実現化事業  
（全国中小企業団体中央会） 

環境変化等に対応するため、単独では解決困難な諸テーマ（新たな活路開拓・

付加価値の創造、既存事業分野の活力向上・新陳代謝、取引力の強化、情報化

の促進、技術・技能の継承、海外展開戦略、各種リスク対策等）について、中

小企業連携グループが改善・解決を目指すプロジェクトを支援します。第１次

申込締切は３月１０日（金）です。（締切ごとに、審査・採択を行い、予算枠に

達した時点で終了となります） 

・募集期間： 2017/02/08 - 2017/04/28 

 

2017/02/09掲載 

平成２９年度予算「ふるさと名物応援事業補助金（地域産業資源活用事

業、小売業者等連携支援事業）」の公募（中小企業庁） 

地域経済の活性化および地域中小企業の振興のため、地域資源を活用した新商品・

新サービスの開発や販路開拓に意欲的に取り組む中小企業等を支援します。 

・募集期間： 2017/02/07 - 2017/03/10 

 

2017/02/08掲載 

平成２９年度「技術協力活用型・新興国市場開拓事業（国際化促進イン

ターンシップ事業）」に係る企画競争（委託先の公募）（経済産業省） 

日本の若手人材の海外インターンシップを通じた人材育成と、日本企業（主に中堅・中小

企業）における外国人のインターンシップ受入を通じ、日本企業が海外展開等に取り組む

体制の強化を促進します。 

・募集期間： 2017/02/08 - 2017/03/08 

 

2017/02/08掲載 

平成２９年度予算「中小企業連携組織対策推進事業（中小企業活路開拓調査・実現

化事業）」の公募（中小企業庁） 

中小企業が単独では解決することが難しい問題（ブランド化戦略、既存事業分野の活力低

下、技術・技能の承継の困難化、環境問題等）に対して、中小企業組合等で連携して取り

組む事業の調査や実現化について支援します。第１次申込締切は３月１０日（金）です。

（締切毎に、審査・採択を行い、予算枠に達した時点で終了となります） 

・募集期間： 2017/02/08 - 2017/04/28 

 

http://www2.chuokai.or.jp/hotinfo/29katsuro-project.html
http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/chiiki/2017/170207ChiikiShigenKoubo29.htm
http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/chiiki/2017/170207ChiikiShigenKoubo29.htm
http://www.meti.go.jp/information/publicoffer/kobo/k170208005.html
http://www.meti.go.jp/information/publicoffer/kobo/k170208005.html
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/2017/170208katurokoubo.htm
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/2017/170208katurokoubo.htm
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2017/02/07掲載 

平成２９年度３R 推進ポスターデザインコンテスト  作品募集  

（リデュース・リユース・リサイクル推進協議会（３R 推進協議会）） 

工場、工事現場、オフィス、店舗などのビジネス現場や公共の場において、事業者に３R

（リデュース・リユース・リサイクル）活動の推進を促すためのポスターのデザインを募

集します。 

・募集期間： 2017/02/03 - 2017/06/09 

 

2017/02/06掲載 

「高機能 JIS 等整備事業」に係る委託先の公募（経済産業省） 

中堅・中小企業等が保有する先端技術や製造業が強みを持つ高機能材料や製品について、

それら技術・製品の性能・品質を適切に評価できる試験方法や性能・特性に関する等級等

を規定した日本工業規格（JIS）の開発を行い、ユーザにおける適正な評価・選択を可能と

し、ひいては新市場創造・拡大を図ります。また、消費者保護、高齢者・障害者配慮など

社会ニーズが高いテーマに関する JIS の開発を行い、安全・安心な社会形成等の環境整備

を図ります。 

・募集期間： 2017/02/03 - 2017/03/06 

 

2017/02/03掲載 

平成２９年度予算「ふるさとプロデューサー育成支援事業」の管理事務

局の公募（中小企業庁） 

地域の多くの関係者を巻き込み、地域の特色を活かした産品をブランド化し、国内外へ販

路開拓を行う取組の中心的な担い手となることができる人材等である「ふるさとプロデュ

ーサー」の育成を行い、中小企業・小規模事業者が行う地域資源を活用した事業を促進す

ることを目的として、管理事務局を公募します。公募説明会を２月８日（水）、経済産業省

（東京都千代田区）にて開催します。申込締切は２月７日（火）です。 

・募集期間： 2017/02/03 - 2017/03/03 

 

2017/02/03掲載 

小規模事業者広域型販路開拓支援パッケージ事業 公共団体連携型広域展示販売・

商談会事業の２次公募（全国商工会連合会） 

各地域の商工会・商工会議所等が地方公共団体と連携して行う展示販売会・商談会におい

て、商品を販売・商談することにより、多くの消費者に中小企業・小規模事業者が製造し

た魅力ある商品の紹介が可能となるとともに、商品に対する消費者の評価等の情報を得る

機会を得ることにより、中小企業・小規模事業者の商品等の改良や、地域外への新たな販

http://www.3r-suishinkyogikai.jp/event/poster/h29info
http://www.meti.go.jp/information/publicoffer/kobo/k170203002.html
http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/chiiki/2017/170203hurusatopro.htm
http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/chiiki/2017/170203hurusatopro.htm
http://www.shokokai.or.jp/?post_type=annais&p=4260
http://www.shokokai.or.jp/?post_type=annais&p=4260
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路開拓を実現することを目指し、中小企業・小規模事業者の販路開拓の支援や販売力の向

上等を図る事を目的とします。 

・募集期間： 2017/02/02 - 2017/02/28 

 

2017/1/27掲載 

平成２９年度予算 下請中小企業・小規模事業者自立化支援対策費補助金（下請中

小企業自立化基盤構築事業）（中小企業庁） 

２者以上の特定下請事業者が連携し、それぞれの経営資源を有効に活用して、新たな事業

活動を行うことにより、特定親事業者以外の者との下請取引などを開始または拡大し、当

該特定下請事業者のそれぞれの事業活動において、特定下請取引の依存の状態の改善を図

る取組を支援することにより、下請中小企業の振興と経営の安定に寄与することを目的と

しています。第一次申込締切は３月２日（木）です。 

・募集期間： 2017/01/26 - 2017/05/31 

 

2017/1/27掲載 

平成２９年度予算 下請中小企業・小規模事業者自立化支援対策費補助金（下請小

規模事業者等新分野需要開拓支援事業）（中小企業庁） 

親事業者の生産拠点が閉鎖・縮小された、または閉鎖・縮小が予定されている影響により

売上げが減少する下請小規模事業者等が、新分野の需要を開拓するために実施する事業の

費用を一部補助することにより、取引先の多様化を図り、下請小規模事業者等の振興と経

営の安定に寄与することを目的としています。取引先の多様化に向けた取組に係る試作・

開発、展示会出展等の費用の一部を助成します。第一次申込締切は３月２日（木）です。 

・募集期間： 2017/01/26 - 2017/05/31 

 

2017/1/25掲載 

中小企業会計活用強化資金（日本政策金融公庫 中小企業事業） 

「中小企業の会計に関する基本要領」等に従った会計処理を行う方々の経営力や資金調達

力の強化を支援します。 

 

2017/1/25掲載 

事業承継税制（中小企業庁） 

中小企業の後継者の方が、現経営者から会社の株式を承継する際の、相続税・贈与税の軽

減（相続：８０％分、贈与：１００％分）制度です。 

 

2017/1/25掲載 

地域中核企業支援貸付（商工中金） 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2017/170126shitaukekiban.htm
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2017/170126shitaukekiban.htm
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2017/170126shitaukekaitaku.htm
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2017/170126shitaukekaitaku.htm
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/63.html
http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/2013/130705shokei_manual.htm
http://www.shokochukin.co.jp/corporation/raise/kind/government/index.html#A02


 ８ 

新事業進出や戦略的な経営改善等に取り組む地域経済に影響力を有する事業者の方々を

対象として、新事業計画又は経営改善計画の遂行に必要な設備資金及び運転資金の貸付を

行います。 

 

2017/1/24掲載 

中小企業等投資促進税制（国税庁） 

中小企業者などが平成１０年６月１日から平成２９年３月３１日までの期間内に新品の

機械及び装置などを取得し又は製作して国内にある製造業、建設業などの指定事業の用に

供した場合に、その指定事業の用に供した日を含む事業年度において、特別償却又は税額

控除を認めるものです。 

 

2017/1/24掲載 

中小企業者等の法人税率の特例（財務省） 

中小企業者等の平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までの間に開始する各事

業年度の所得金額のうち年８００万円以下の金額に対する法人税の軽減税率を１５％（本

則：１９％）とします。 

 

2017/1/24掲載 

公害防止用設備（汚水又は廃液処理施設）に係る課税標準の特例措置（固定資産税）

（PDF ファイル）（経済産業省） 

企業の公害防止設備投資に係る税制上の優遇措置を行うことで、事業者の公害防止対策に

対する取組を促進し、我が国の環境対策の推進及び良好な生活環境の保全を図るための措

置です。対象設備について、固定資産税の課税標準の特例率が認められます。 

 

2017/1/24掲載 

経営者保証を不要とする融資（PDF ファイル）（日本政策金融公庫 中小企業事業） 

経営内容について、最近２期の決算において連続して赤字でない又は直近の決算が債務超

過でないなどの一定の要件を満たす方については、経営責任者の方の保証を不要とします。 

 

2017/1/19掲載 

Rin crossing 参加メーカー募集（中小企業基盤整備機構） 

地域資源を活用し、地域資源の価値向上への貢献が期待できる商品に該当するオリジナル

商品を自社ブランドとして製造し、魅力的な商品開発や国内だけでなく、海外市場への展

開（輸出）等の意欲もある中小企業を募集します。 

・募集期間： 2016/10/30 - 2017/03/15 

 

https://www.nta.go.jp/taxanswer/hojin/5433.htm
http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/corporation/215.htm
http://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/kankyokeiei/kougaiboushi/download/zei.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/kankyokeiei/kougaiboushi/download/zei.pdf
https://www.jfc.go.jp/n/info/pdf/topics_160401a.pdf
http://rincrossing.smrj.go.jp/members_support/index.php
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2017/01/18掲載 

予約保証制度（中小企業庁） 

中小企業の将来の資金需要に応え迅速な資金調達を支援することを目的とし、あらかじめ

金融機関及び信用保証協会の審査を受け、将来の保証付き融資の予約を行うことを可能と

する制度です。 

 

2017/01/18掲載 

信用保証制度（全国信用保証協会連合会） 

事業を営んでいる方が金融機関から事業資金を調達される際、信用保証協会は「信用保証」

を通じて、資金調達をサポートします。 

 

2017/01/18掲載 

流動資産担保融資保証制度（ABL 保証）（全国信用保証協会連合会） 

中小企業・小規模事業者の方が自ら有する売掛債権や棚卸資産を担保として金融機関から

借入を行う際に、保証を行う保証制度です。 

 

2017/01/18掲載 

特定社債保証制度（全国信用保証協会連合会） 

社債の発行により資金調達の円滑化を図り、資本市場から直接資金調達を行う中小企業・

小規模事業者の方のための保証制度です。 

 

2017/01/18掲載 

環境・エネルギー対策資金〈水質汚濁関連〉（日本政策金融公庫  中小企業事業） 

汚水、廃液等水質汚濁の原因となる特定物質を排出する方や、有害物質使用特定施設や有

害物質貯蔵指定施設を設置する方、または水質汚濁防止法の一部を改正する法律の施行の

際に、すでにこれらの施設を設置している方を対象として、特定の水質汚濁防止設備を取

得するために必要な設備資金を融資します。 

 

2017/01/18掲載 

環境・エネルギー対策資金〈産業廃棄物処理・抑制・利用関連〉 

（日本政策金融公庫 中小企業事業） 

産業廃棄物を生じる方、または産業廃棄物の処理を行う方を対象として、産業廃棄物を焼

却、脱水、乾燥、粉砕などにより処理を行う設備を整備するための設備資金を融資します。

また、廃棄物の排出を抑制するために必要な施設を整備する方、または廃棄物、使用済み

物品等または副産物を原材料として利用するために必要な設備を設置する方を対象とし

http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/2008/081107yoyakuHoshouSeido.htm
http://www.zenshinhoren.or.jp/guarantee-system/index.html
http://www.zenshinhoren.or.jp/guarantee-system/hoshoseido.html#a
http://www.zenshinhoren.or.jp/guarantee-system/hoshoseido.html#e
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/15_kankyoutaisaku_t.html#c04
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/15_kankyoutaisaku_t.html#c05
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て、産業廃棄物の排出抑制または処理のために必要な設備を取得するための設備資金を融

資します。 

 

2017/01/18掲載 

環境・エネルギー対策資金＜非化石エネルギー関連＞  

（日本政策金融公庫 中小企業事業） 

非化石エネルギーの導入を図る方々を支援します。  

 

2017/01/18掲載 

経営安定関連保証（セーフティネット保証）（全国信用保証協会連合会） 

取引先が法的整理の申請をしたり、営んでいる事業が国の指定する業種となっ

ていたり、台風などの災害に遭うなどの要因によって経営に支障が生じている

中小企業・小規模事業者向けの保証制度です。  

 

2017/01/18掲載 

高度化事業（中小企業基盤整備機構） 

住工混在の解消や街の活性化を目的とする集団化、集積整備などの実施にあた

り、都道府県と一体になって診断助言や貸付けなどを行います。  

 

2017/01/16掲載 

中小企業経営力強化資金（日本政策金融公庫 中小企業事業） 

外部専門家（認定経営革新等支援機関）の指導や助言を受けて、新事業分野の開拓等を行

う方々の経営力や資金調達力の強化を支援します。 

 

2017/01/13掲載 

セーフティネット支援  取引企業倒産対応資金（商工中金） 

取引先企業の倒産により、経営に困難を生じている中小企業の方々を対象として、

取引先企業の倒産に伴い緊急に必要とする運転資金（一部使途においては設備資

金も対象）を融資します。 

 

2017/01/06掲載 

社会環境対応施設整備資金（環境・エネルギー対策貸付） 

（日本政策金融公庫 中小企業事業） 

災害の発生へ備えて防災に資する施設等の整備を行う方々を支援します。自ら策定した

BCP に基づき、防災に資する施設等の整備を行う方が対象です。 

 

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/15_kankyoutaisaku_t.html#c01
http://www.zenshinhoren.or.jp/model-case/keiei-shisho.html
http://www.smrj.go.jp/keiei/kodoka/index.html
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/64_t.html
http://www.shokochukin.co.jp/corporation/raise/system.html#A03
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/19_syakaikankyotaiou_m_t.html
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2017/01/04掲載 

グローバルニッチトップ支援貸付（商工中金） 

特定分野に優れ世界で存在感を示すグローバルニッチトップを目指す事業者の方々を対

象として、海外現地法人に対する出資金・親子ローンおよび国内法人に対する設備資金、

研究開発費を融資します。 

 

2017/01/04掲載 

中小企業退職金共済制度 新規加入助成（勤労者退職金共済機構） 

新しく中退共制度に加入する事業主に（１）掛金月額の２分の１（従業員ごと上限５，０

００円）を加入後４か月目から１年間、国が助成します。（２）パートタイマー等短時間

労働者の特例掛金月額（掛金月額４，０００円以下）加入者については、（１）に規定の

金額を上乗せして助成します。 

 

2017/01/04掲載 

海外展示会出展サポート（印刷支援）（中小企業基盤整備機構） 

自社及び出展品を紹介する英語のリーフレットやポスター、パンフレットの資料作成と、

それに必要な翻訳を行い、その一部費用を補助します。 

 

2017/01/04掲載 

海外展示会出展サポート（翻訳支援）（中小企業基盤整備機構） 

パンフレットや製品カタログ、ウェブサイト等を原稿として英文・その他外国語に翻訳し、

その一部費用を補助します。 

 

2017/01/04掲載 

海外展開・事業再編資金（企業活力強化貸付）（日本政策金融公庫 中小企業事業） 

中小企業・小規模事業者の海外における事業の開始又は拡大に必要な資金や海外における

経済の構造的変化等の影響を受けて海外直接投資にかかる海外展開事業を再編する資金

（いずれも海外企業に対する転貸資金を含む。）の融資を受けることができます。 

 

2016/12/28掲載 

６５歳超雇用推進助成金（高齢・障害・求職者雇用支援機構） 

６５歳以上への定年引上げ等の取組みを実施した事業主に対して助成するものであり、高

年齢者の就労機会の確保および希望者全員が安心して働ける雇用基盤の整備を目的とし

ています。 

 

 

http://www.shokochukin.co.jp/corporation/raise/kind/government/index.html
http://chutaikyo.taisyokukin.go.jp/seido/seido02.html
http://www.smrj.go.jp/keiei/kokusai/news/065251.html
http://www.smrj.go.jp/keiei/kokusai/news/065251.html
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/kaigaitenkai_t.html
http://www.jeed.or.jp/elderly/subsidy/subsidy_suishin.html
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2016/12/27掲載 

三年以内既卒者等採用定着奨励金（厚生労働省） 

学校等の既卒者や中退者の応募機会の拡大および採用・定着を図るため、既卒者等が応募

可能な新卒求人の申込みまたは募集を新たに行い、採用後一定期間定着させた事業主に対

して奨励金を支給します。 

 

2016/12/27掲載 

両立支援等助成金 中小企業両立支援助成金 代替要員確保コース（厚生労働省） 

働き続けながら子の養育を行う労働者の雇用の継続を図るため、労働者の職業生活と家庭

生活を両立させるための制度を導入し、利用を促進した中小企業事業主に対して、助成金

を支給することにより、職業生活と家庭生活の両立支援に対する中小企業事業主の取組を

促し、もってその労働者の雇用の安定に資することを目的とします。代替要員確保コース

では、３ヶ月以上の育児休業取得者の代替要員を確保し、休業取得者を現職等に復帰させ

た中小企業事業主に支給します。 

 

2016/12/27掲載 

両立支援等助成金 中小企業両立支援助成金 育休復帰支援プランコース 

（厚生労働省） 

働き続けながら子の養育を行う労働者の雇用の継続を図るため、労働者の職業生活と家庭

生活を両立させるための制度を導入し、利用を促進した中小企業事業主に対して、助成金

を支給することにより、職業生活と家庭生活の両立支援に対する中小企業事業主の取組を

促し、もってその労働者の雇用の安定に資することを目的とします。育休復帰支援プラン

コースでは、「育休復帰支援プラン」を作成し、プランに沿って労働者に育児休業を取得、

職場復帰させた中小企業事業主に支給します。 

 

2016/12/27掲載 

両立支援等助成金 出生時両立支援助成金（厚生労働省） 

男性労働者が育児休業を取得しやすい職場風土作りに取り組み、男性労働者にその養育す

る子の出生後８週間以内に開始する育児休業を利用させた事業主に対する出生時両立支

援助成金の支給により、職業生活と家庭生活の両立支援に対する事業主の取組を促し、も

ってその労働者の雇用の安定に資することを目的とします。 

 

2016/12/27掲載 

女性活躍加速化助成金 加速化 A コース（厚生労働省） 

女性労働者の能力の発揮及び雇用の安定に資するため、自社の女性の活躍の状況を把握し、

男性と比べて女性の活躍に関し改善すべき事情がある場合に、当該事情の解消に向けた目

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000112026.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html
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標を掲げ、女性が活躍しやすい職場環境の整備等に取り組む事業主、及び当該取組の結果

当該目標を達成した事業主に対して、助成金を支給します。加速化 A コースでは、数値目

標を達成するため、取組目標に取り組み、当該取組目標を達成した場合に支給します。 

 

2016/12/26掲載 

キャリア形成促進助成金 制度導入コース 技能検定合格報奨金制度（厚生労働省） 

事業主が継続して人材育成に取り組むために、人材育成制度を新たに導入し、その制度を

被保険者に適用（その制度に基づき人材育成を実施）した場合に、一定額を助成する制度

です。技能検定に合格した従業員に報奨金を支給する制度を導入し、適用した場合に助成

します。 

 

2016/12/26掲載 

キャリア形成促進助成金 制度導入コース 社内検定制度（厚生労働省） 

事業主が継続して人材育成に取り組むために、人材育成制度を新たに導入し、その制度を

被保険者に適用（その制度に基づき人材育成を実施）した場合に、一定額を助成する制度

です。社内検定制度を導入し、実施した場合に助成します。 

 

2016/12/26掲載 

キャリア形成促進助成金 重点訓練コース 成長分野等・グローバル人材育成訓練 

（厚生労働省） 

雇用する労働者のキャリア形成を効果的に促進するため、職務に関連した専門的な知識及

び技能の普及に対して助成する制度です。成長分野や、海外関連業務に従事する者に対す

る訓練が対象です。 

 

2016/12/26掲載 

キャリア形成促進助成金 重点訓練コース 熟練技能育成・承継訓練 

（厚生労働省） 

雇用する労働者のキャリア形成を効果的に促進するため、職務に関連した専門的な知識及

び技能の普及に対して助成する制度です。熟練技能者の指導力強化、技能承継のための訓

練、認定職業訓練が対象です。 

 

2016/12/26掲載 

キャリア形成促進助成金 重点訓練コース 若年人材育成訓練（厚生労働省） 

雇用する労働者のキャリア形成を効果的に促進するため、職務に関連した専門的な知識及

び技能の普及に対して助成する制度です。雇用締結後５年以内で、３５歳未満の若年労働

者への訓練が対象です。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
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2016/12/26掲載 

キャリア形成促進助成金 雇用型訓練コース 中高年齢者雇用型訓練 

（厚生労働省） 

雇用する労働者のキャリア形成を効果的に促進するため、職務に関連した専門的な知識及

び技能の普及に対して助成する制度です。中高年齢新規雇用者等を対象とした OJT 付訓練

が対象です。 

 

2016/12/26掲載 

キャリア形成促進助成金 雇用型訓練コース 特定分野認定実習併用職業訓練 

（厚生労働省） 

雇用する労働者のキャリア形成を効果的に促進するため、職務に関連した専門的な知識及

び技能の普及に対して助成する制度です。建設業、製造業、情報通信業が実施する厚生労

働大臣の認定を受けた OJT 付訓練が対象です。 

 

2016/12/26掲載 

労働移動支援助成金（キャリア希望実現支援／生涯現役移籍受入支援） 

（厚生労働省） 

生涯現役企業（６５歳を超えて継続雇用が可能な企業）であって、移籍等により期間の定

めのない労働者を受け入れた事業主に対して助成します。 

 

2016/12/26掲載 

労働移動支援助成金（再就職支援奨励金）（厚生労働省） 

事業規模の縮小等により離職を余儀なくされる労働者等に対する再就職支援を職業紹介

事業者に委託したり、求職活動のための休暇の付与や再就職のための訓練を教育訓練施設

等に委託して実施した事業主に、助成金が支給されます。 

 

2016/12/26掲載 

労働移動支援助成金（受入れ人材育成支援／早期雇入れ支援）（厚生労働省） 

再就職援助計画などの対象者を離職後３か月以内に期間の定めのない労働者として雇い

入れ、継続して雇用することが確実である事業主に対して助成します。 

 

2016/12/26掲載 

地域雇用開発奨励金（厚生労働省） 

雇用機会が特に不足している地域の事業主が、事業所の設置・整備を行い、併せてその地

域に居住する求職者等を雇い入れる場合、設置整備費用及び対象労働者の増加数に応じて

助成されます。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000123305.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/roudou_idou.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000082805.html
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/chiiki_koyou.html


 １５ 

2016/12/26掲載 

特定求職者雇用開発助成金（高年齢者雇用開発特別奨励金）（厚生労働省） 

雇入れ日の満年齢が６５歳以上の離職者をハローワーク等の紹介により、１週間の所定労

働時間が２０時間以上の労働者として雇い入れる事業主（１年以上継続して雇用すること

が確実な場合に限る。）に対して助成されます。 

 

2016/12/26掲載 

職場定着支援助成金（個別企業助成コース） 雇用管理制度助成 目標達成助成 

（厚生労働省） 

事業主が、雇用管理制度（評価・処遇制度、研修制度、健康づくり制度、メンター制度、

短時間正社員制度（保育事業主）のみ）の導入等による雇用管理改善を行い、人材の定着・

確保を図る場合に助成するものです。目標達成助成は、制度導入助成実施の結果、雇用管

理制度整備計画期間の終了から１年経過するまでの期間の離職率を、雇用管理制度整備計

画を提出する前１年間の離職率よりも、目標値以上に低下させた場合に助成します。 

 

2016/12/26掲載 

認定訓練助成事業費補助金（厚生労働省） 

中小企業事業主等が認定職業訓練を行う場合、国や都道府県が定める補助要件を満たせば、

国及び都道府県からその訓練経費等の一部につき補助金を受けることができます。 

 

2016/12/26掲載 

雇用促進税制（厚生労働省） 

事業年度中に雇用者（雇用保険一般被保険者）数を５人以上（中小企業は２人以上）かつ

１０％以上増加させるなど一定の要件を満たした事業主に対する税制優遇制度です。 

 

2016/12/26掲載 

雇用調整助成金（厚生労働省） 

景気の変動、産業構造の変化その他の経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀なくさ

れた事業主が、一時的な雇用調整（休業、教育訓練または出向）を実施することによって、

従業員の雇用を維持した場合に助成されます。 

 

2016/12/26掲載 

高年齢者雇用安定助成金（高年齢者活用促進コース） 

（高齢・障害・求職者雇用支援機構） 

高年齢者の活用促進のための雇用環境整備の措置を実施する事業主に対して助成するも

のであり、高年齢者の雇用の安定を図ることを目的としています。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/tokutei_kounenrei.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/teityaku_kobetsu.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/shokugyounouryoku/training_employer/nintei/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/roudouseisaku/koyousokushinzei.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
http://www.jeed.or.jp/elderly/subsidy/subsidy_sokusin.html


 １６ 

2016/12/26掲載 

高年齢者雇用安定助成金（高年齢者無期雇用転換コース） 

（高齢・障害・求職者雇用支援機構） 

５０歳以上かつ定年年齢未満の有期契約労働者を無期雇用労働者に転換させた事業主に

対して助成するものであり、高年齢者の雇用の安定を図ることを目的としています。 

 

2016/12/22掲載 

中小ベンチャー企業、小規模企業を対象とした審査請求料・特許料の軽

減措置について（特許庁） 

産業競争力強化法に基づく特許料等の軽減措置により、国内出願を行う場合に

は「審査請求料」と「特許料」、国際出願（日本語でされたものに限る）を行う

場合には「調査手数料・送付手数料・予備審査手数料」の軽減措置が受けられ

ます。 

 

2016/12/22掲載 

中小企業再生ファンド（中小企業基盤整備機構） 

民間の投資会社等が組成する中小企業の再生支援を目的としたファンドへの

出資を通じ、事業再生に取り組む中小企業の資金調達の円滑化及び再生支援を

行います。 

 

2016/12/22掲載 

事業再生支援資金（日本政策金融公庫 中小企業事業） 

融資を通じて、民事再生法の規定による再生手続開始の申立てなどを行った方であって、

認可決定前の方（アーリーDIP）、民事再生法に基づく再生計画の認可決定などを受けた方

（レイターDIP）などの事業再建を支援します。 

 

2016/12/22掲載 

企業再建資金（企業再生貸付）（日本政策金融公庫 中小企業事業） 

企業の再建を図る方々を対象として、経営改善計画や企業再建計画等にしたが

って企業の再建を図るうえで必要となる設備資金及び長期運転資金を融資し

ます。 

 

2016/12/22掲載 

平成２８年度中小企業知的財産活動支援事業費補助金（中小企業等外

国出願支援事業）（特許庁） 

http://www.jeed.or.jp/elderly/subsidy/subsidy_sokusin.html
https://www.jpo.go.jp/tetuzuki/ryoukin/chusho_keigen.htm
https://www.jpo.go.jp/tetuzuki/ryoukin/chusho_keigen.htm
http://www.smrj.go.jp/fund/gaiyo/053664.html
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/38.html
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/20_kigyousaiken_t.html
https://www.jpo.go.jp/sesaku/shien_gaikokusyutugan.htm
https://www.jpo.go.jp/sesaku/shien_gaikokusyutugan.htm


 １７ 

中小企業の戦略的な外国出願を促進するため、外国への事業展開等を計画して

いる中小企業等に対して、外国出願にかかる費用の半額を助成しています。 

 

2016/12/22掲載 

平成２８年度中小企業知的財産活動支援事業費補助金（海外知財訴訟

保険事業）（特許庁） 

中小企業が海外において知財係争に巻き込まれた場合に対応するため、中小企

業が海外知財訴訟費用保険に加入する際の掛金（平成２９年２月１日始期分ま

で）の１ /２を補助します。 

 

2016/12/22掲載 

業務改善助成金（厚生労働省） 

中小企業・小規模事業者の生産性向上を支援し、事業場内で最も低い賃金（事

業場内最低賃金）の引上げを図るための制度です。生産性向上のための設備投

資（機械設備、POS システム等の導入）などを行い、事業場内最低賃金を一定

額以上引き上げた場合、その設備投資などにかかった費用の一部を助成します。 

 

2016/12/22掲載 

業種別中小企業団体助成金（厚生労働省） 

対象となる業種（３３業種）の事業主団体が、業界全体として傘下企業の生産

性向上と労働者の賃金底上げを図るための環境整備に取り組む費用を助成し

ます。 

 

2016/12/22掲載 

法人を対象とした審査請求料・特許料の軽減措置について（特許庁） 

法人を対象とした審査請求料及び特許料（第１年分から第１０年分）の半額軽

減措置を実施しています。 

 

2016/12/22掲載 

海外知財訴訟費用保険制度（全国中小企業団体中央会） 

中小企業の要件を満たした場合、特許庁から保険料の補助（２分の１）が出ま

すので、割安な価格で加入できます。 

 

2016/12/19掲載 

中小企業成長支援ファンド（中小企業基盤整備機構） 

https://www.jpo.go.jp/sesaku/shien_sosyou_hoken.htm
https://www.jpo.go.jp/sesaku/shien_sosyou_hoken.htm
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/02.html
https://www.jpo.go.jp/tetuzuki/ryoukin/corporation24_4.htm
http://www.chuokai.or.jp/insu/chizai-insu_about.html
http://www.smrj.go.jp/fund/gaiyo/053660.html


 １８ 

ベンチャーキャピタル等の民間投資会社とともに投資ファンドを組成し、中小

企業の経営実態に即した多様な資金供給と踏み込んだ経営支援を行い、新事業

展開・第ニ創業、転業、事業の承継等により新たな成長・発展を目指す中小企

業者を幅広く支援します。 

 

2016/12/19掲載 

中小企業知的財産活動支援事業費補助金（冒認商標無効・取消係争支援

事業）（特許庁） 

中国等海外で現地企業から、自社のブランドの商標や地域団体商標を冒認出願

された中小企業等に対し、異議申立や無効審判請求、取消審判（例：中国にお

ける三年不使用取消）請求など、冒認商標を取消すためにかかる費用の一部を

助成します。 

 

2016/12/19掲載 

中小企業知的財産活動支援事業費補助金（模倣品対策支援事業）  

（特許庁） 

中小企業の海外での適時適切な権利行使を促進するため、ジェトロを通じて、

海外で取得した特許・商標等の侵害を受けている中小企業の方々に対し、模倣

品の製造元や流通経路等を把握するための侵害調査及び調査結果に基づく模

倣品業者への警告文作成、行政摘発、税関差止申請、模倣品が販売されている

インターネットネットページの削除等を実施し、その費用の一部を助成してい

ます。 

 

2016/12/19掲載 

中小企業知的財産活動支援事業費補助金（防衛型侵害対策支援事業）  

（特許庁） 

外国企業から訴えられた中小企業等に対し、弁理士・弁護士への相談等訴訟前

費用、訴訟費用、対抗措置、和解に要する費用の一部を助成します。 

 

2016/12/19掲載 

伝統的工芸品産業支援補助金（経済産業省） 

伝統的工芸品産業の振興に関する法律の規定に基づく各種計画の認定を受け

た組合等及び団体等が行う事業に対し当該経費の一部を補助します。  

 

2016/12/19掲載 

助成金（地域中小企業応援ファンド【スタート・アップ応援型】）  

https://www.jpo.go.jp/sesaku/shien_kaigaishingai.htm
https://www.jpo.go.jp/sesaku/shien_kaigaishingai.htm
https://www.jpo.go.jp/sesaku/shien_kaigaishingai.htm
https://www.jpo.go.jp/sesaku/shien_kaigaishingai.htm
http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/nichiyo-densan/index.html#densan-yosan
http://www.smrj.go.jp/keiei/chikipg/fund/index.html


 １９ 

（中小企業基盤整備機構） 

地域密着型の事業に取組む中小企業を応援する助成金です。地域コミュニティ

への貢献度が高い新たな事業への取組み、地域の工芸・特産品・観光資源を活

用した新規事業開発など、地域経済の活性化につながる事業であれば、創業か

ら新商品開発、販路開拓に至るまで、幅広く助成します。 

 

 2016/12/19掲載 

新事業活動促進資金（日本政策金融公庫 中小企業事業） 

経営多角化、事業転換などの事業を行うために必要とする設備資金及び長期運

転資金を融資します。 

 

 2016/12/19掲載 

新事業活動促進資金（日本政策金融公庫 国民生活事業） 

経営多角化、事業転換などにより、第二創業を図る方々を対象として融資を行

います。 

 

 2016/12/19掲載 

新連携支援  資金調達の支援について（中小企業庁） 

新連携とは、異分野の事業者が有機的に連携し、その経営資源を有効に組み合

わせて、新事業活動を行うことにより新たな事業分野の開拓を図ることです。

複数の中小企業者は、基本方針に沿った新連携計画を作成し、その新連携計画

が適当である旨の認定を受けることができます。新連携計画の実施に必要な資

金の調達について支援します。 

 

 2016/12/19掲載 

業務改善助成金（厚生労働省） 

業務改善助成金は、中小企業・小規模事業者の生産性向上を支援し、事業場内

で最も低い賃金（事業場内最低賃金）の引上げを図るための制度です。助成対

象が事業場内最低賃金８００円未満から、１，０００円未満の全国４７都道府

県に事業場を設置している中小企業・小規模事業者に拡充されました。また、

助成金の対象用途が広がり、設備・機器の導入に加え、新たにサービスの利用

も対象となりました。 

 

 2016/12/19掲載 

海外投資関係保証制度（全国信用保証協会連合会） 

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/04_sjkakushin_m.html
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/04_sjkakushin_m.html
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/shinpou/index.html
http://www.mhlw.go.jp/gyomukaizen/index.html
http://www.zenshinhoren.or.jp/model-case/kaigaitenkai.html


 ２０ 

中小企業が金融機関から海外直接投資事業資金の融資を受ける際、信用保証協

会が債務保証を行うことで、資金調達を支援します。 

 

 2016/12/19掲載 

海外知財訴訟費用保険制度（日本商工会議所） 

加入することで、訴訟費用が保険から補償されるほか、保険会社のネットワー

クを活用し、海外知財訴訟の実績のある弁護士等の専門家の紹介を通じて、海

外知財訴訟の円滑な対応が可能となります。また、中小企業が標記保険に加入

する際、平成２８年度においては、国（特許庁）から掛金の２分の１が補助さ

れるため、保険料負担が抑えられます。 

 

2016/12/19掲載 

特定信用状関連保証制度（全国信用保証協会連合会） 

海外子会社が現地金融機関から融資を受ける際に、国内金融機関が当該現地金

融機関に向けて発行する信用状に関し、国内金融機関に対して親会社（国内の

中小企業）が負担する債務について、信用保証協会が債務保証を行うことで、

資金調達を支援します。 

 

2016/12/19掲載 

生涯現役起業支援助成金（厚生労働省） 

中高年齢者（４０歳以上）の方が、起業によって自らの就業機会の創出を図る

とともに、事業運営のために必要となる従業員（中高年齢者）の雇入れを行う

際に要した、雇用創出措置（募集・採用や教育訓練の実施）にかかる費用の一

部を助成します。 

 

2016/12/19掲載 

産業競争力強化法に基づく創業支援  創業関連保証の特例（中小企業庁） 

産業競争力強化法に基づく特定創業支援事業を受けた創業者は支援施策を利

用できます。無担保、第三者保証人なしの創業関連保証の枠が１，０００万円

から１，５００万円に拡充されます（既に創業している者についても特定創業

支援事業による支援を受けることにより保証枠が拡充します）。また、創業２ヶ

月前から対象となる創業関連保証の特例について、事業開始６ヶ月前から利用

の対象になります。 

 

2016/12/19掲載 

産業競争力強化法に基づく創業支援  日本政策金融公庫の融資制度  

http://www.jcci.or.jp/news/jcci-news/2016/0608100000.html
http://www.zenshinhoren.or.jp/model-case/kaigaitenkai.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000115906.html
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/chiiki/2014/0814tebiki.pdf#page=10
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/chiiki/2014/0814tebiki.pdf#page=10


 ２１ 

（中小企業庁） 

産業競争力強化法に基づく特定創業支援事業を受けた創業者は支援施策を利

用できます。創業前または創業後税務申告を２期終えていない事業者は、日本

政策金融公庫の融資制度である新創業融資制度を、創業資金総額の１／１０以

上の自己資金要件を満たす方として利用できます。 

 

2016/12/19掲載 

産業競争力強化法に基づく創業支援  登録免許税の軽減（中小企業庁） 

産業競争力強化法に基づく特定創業支援事業を受けた創業者は支援施策を利

用できます。認定を受けた特定創業支援事業の支援を受けて創業を行おうとす

る者又は創業した日以後５年を経過していない個人が会社を設立する際、登記

にかかる登録免許税が軽減（株式会社又は合同会社は、資本金の０．７％→０．

３５％、合名会社又は合資会社は、１件につき６万円→３万円）されます。 

 

2016/12/15掲載 

「中小ものづくり高度化法」に基づく支援制度（中小企業基盤整備機構） 

中小企業が、精密加工、立体造形、情報処理等の特定ものづくり基盤技術の高

度化に向けて研究開発計画を作成し、その計画が経済産業大臣の認定を受けた

場合、助成金や低利融資など、さまざまな支援を受けることができます。  

 

2016/12/15掲載 

ものづくりに取り組む中小企業への支援策（中小企業庁） 

「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律」に基づき、ものづく

り基盤技術を担う中小企業に対する様々な支援策が設けられています。 

 

2016/12/15掲載 

中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例（国税庁） 

中小企業者等が、取得価額が３０万円未満である減価償却資産を平成１８年４

月１日から平成３０年３月３１日までの間に取得などして事業の用に供した

場合には、一定の要件のもとに、その取得価額に相当する金額を損金の額に算

入することができます。 

 

2016/12/15掲載 

企業活力強化資金（企業活力強化貸付）（日本政策金融公庫 中小企業事業） 

合理化等のための設備投資を行う商業関連業種を営む方々や特定ものづくり

基盤技術を活用した新製品の開発などを行う方々を支援します。 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/chiiki/2014/0814tebiki.pdf#page=10
http://www.smrj.go.jp/keiei/tech/koudoka/085955.html
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/portal/
https://www.nta.go.jp/taxanswer/hojin/5408.htm
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/14_syougyousikin_m_t.html


 ２２ 

2016/12/15掲載 

借換保証制度（全国信用保証協会連合会） 

デフレの進行等の中小企業・小規模事業者をめぐる厳しい金融経済情勢にかん

がみ、複数の保証付融資の債務一本化等を促進することにより、中小企業・小

規模事業者の月々の返済額の軽減等を推進し、中小企業・小規模事業者の資金

繰りを円滑化することを目的に創設された保証制度です。 

 

2016/12/15掲載 

平成２８年度中小企業・小規模事業者等に対する特定補助金等  

（中小企業庁） 

国等の指定する特定の研究開発補助金等を受けた中小企業者等は、その成果を

利用した事業活動を行う場合に、特許料の軽減や日本政策金融公庫の特別貸付

制度などの支援を受けることができます。  

 

2016/12/15掲載 

戦略的基盤技術高度化支援事業（中小企業基盤整備機構） 

通称「サポイン事業」（サポーティング・インダストリーの略）と呼ばれ、も

のづくり基盤技術の向上につながる研究開発から販路開拓までの取り組みを

支援する事業です。特に、複数の中小企業者、最終製品製造業者や大学、公設

試験研究機関等が協力した研究開発であって、この事業の成果を利用した製品

の売上見込みや事業化スケジュールが明確に示されている提案を支援します。 

 

2016/12/15掲載 

所得拡大促進税制（経済産業省） 

雇用者への給与等の支給額を一定割合以上増加させる等の要件を満たした場

合、その増加額の１０％を法人税額から控除できます（税額の１０％（中小企

業者等は２０％）が上限）。  

 

2016/12/15掲載 

技術研究組合制度（経済産業省） 

技術研究組合は、複数の企業や大学・独法等が共同して試験研究を行うために、

技術研究組合法に基づいて、大臣認可により設立される法人です。（１）組合員

が払う賦課金は費用処理が可能、（２）２０％の税額控除、（３）組合は法人格

がある、（４）大臣認可法人である、（５）組合が賦課金により取得した設備は

税制上の圧縮記帳が可能、（６）組合から株式会社へのスムーズな移行等が可

能、といった特徴があります。 

http://www.zenshinhoren.or.jp/guarantee-system/hoshoseido.html#d
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/gijut/2016/160802sbirhoushin.htm
http://www.smrj.go.jp/keiei/tech/koudoka/063926.html
http://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/syotokukakudaisokushin/syotokukakudai.html
http://www.meti.go.jp/policy/tech_promotion/kenkyuu/kenkyuuindex.html


 ２３ 

2016/12/15掲載 

新たな機械装置の投資に係る固定資産税の特例（中小企業庁） 

中小企業者が取得する新規の機械装置について、一定の要件を満たした場合、

３年間、固定資産税を１／２に軽減します。 

 

2016/12/15掲載 

新創業融資制度（日本政策金融公庫 国民生活事業） 

新たに事業を始める方や事業を開始して間もない方を対象とした、無担保・無保

証人で利用できる融資制度です。 

 

2016/12/15掲載 

起業支援ファンド（中小企業基盤整備機構） 

投資会社等が組成する設立５年未満の創業又は成長初期の段階にある中小企業者

への投資・ハンズオン支援を目的としたファンドに対し出資を行い、創業初期の

中小企業者等を資金面及び経営面から支援します。 

 

2016/12/13掲載 

まち・ひと・しごと創生貸付利率特例制度  

（日本政策金融公庫 中小企業事業） 

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」における「基本目標」の達成に貢献する

事業を行う方に対する利率特例制度です。適用する特別貸付制度に定める利率

から０ .１％を控除します。 

 

2016/12/13掲載 

マル経融資（小規模事業者経営改善資金融資制度）（日本商工会議所） 

商工会議所等で、経営指導（原則６ヵ月以上）を受けた方に対し、無担保・無

保証人で、日本政策金融公庫が融資を行う国の制度です。 

 

2016/12/13掲載 

マル経融資（小規模事業者経営改善資金）（日本政策金融公庫） 

商工会議所や商工会などの経営指導を受けている小規模事業者の方が、経営改

善に必要な資金を無担保・無保証人でご利用できる制度です。 

 

2016/12/13掲載 

中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律

に基づく地域団体商標登録出願の手数料等の軽減措置（特許庁） 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/160610kyoka2.pdf#page=4
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/04_shinsogyo_m.html
http://www.smrj.go.jp/fund/gaiyo/053658.html
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/sousei_t.html
http://www.jcci.or.jp/sme/marukei/
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/kaizen_m.html
https://www.jpo.go.jp/torikumi/t_torikumi/keigen_chushou_chiiki.htm
https://www.jpo.go.jp/torikumi/t_torikumi/keigen_chushou_chiiki.htm


 ２４ 

中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律に基づ

く地域団体商標登録出願の手数料等の軽減措置により、同法に基づいて、主務

大臣等の認定を受けた地域産業資源活用事業計画に従って行われる地域産業

資源活用事業に係る地域団体商標の商標登録出願をする場合、商標権の設定登

録を受ける場合又は商標登録に係る商標権の存続期間の更新登録の申請をす

る場合には、その認定計画の実施期間内に限り、「出願手数料」と「登録料（設

定・更新）」の軽減措置が受けられます。 

 

2016/12/13掲載 

事業承継・集約・活性化支援資金（日本政策金融公庫 中小企業事業） 

地域経済の産業活動維持・発展に資する事業であって、事業の譲渡、株式の譲

渡、合併等により経済的又は社会的に有用な事業や企業を承継する中小企業・

小規模事業者の資金調達の円滑化等を図るため、長期・安定資金を供給します。 

 

2016/12/13掲載 

小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経融資）（ＰＤＦファイル）  

（地区の商工会（全国商工会連合会）） 

日本政策金融公庫が運転資金や設備資金を融資します。無担保・無保証・低利

で融資が受けられます。商工会・商工会議所の経営指導を受けていることが要

件です。 

 

2016/12/13掲載 

小規模事業者経営発達支援資金（日本政策金融公庫） 

経営発達支援計画の認定を受けた商工会議所・商工会から事業計画の策定・実

施の支援を受け、持続的発展に取り組む小規模事業者を支援します。 

 

2016/12/13掲載 

展示会・商談会への出展支援（ジェトロ） 

ジェトロが主催・参加する海外見本市・展示会のジャパンブース（ジャパンパ

ビリオン）への出展をサポートします。対象見本市・展示会によっては、ジェ

トロが一部出展経費を補助します。 

 

2016/12/13掲載 

技術協力活用型・新興国市場開拓事業（研修・専門家派遣事業）（国庫

補助事業）（海外産業人材育成協会（ＨＩＤＡ）） 

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/jigyoukeisyou_t.html
http://www.shokokai.or.jp/top/finance/1-pamphlet.pdf
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/syoukibojigyousya.html
https://www.jetro.go.jp/services/tradefair/
http://www.hidajapan.or.jp/jp/ikusei/index.html
http://www.hidajapan.or.jp/jp/ikusei/index.html


 ２５ 

我が国企業の海外展開に必要となる現地拠点強化を支援するため、  開発途上

国における民間企業等の現地の人材育成を官民一体となり実施し、現地の産業

技術水準の向上や経済の発展を図ることを目的としています。受入研修（日本

で行う研修）、海外研修（海外で行う研修）、専門家派遣があります。 

 

2016/12/13掲載 

電力需給対策高度化事業（中小企業基盤整備機構） 

都道府県と協調して組合の施設・設備事業に対する長期・低利の貸付け（高度

化事業）を実施しています。当面の重要課題である電力需給対策として、同事

業の拡充を行います。 

 

 

動 向  

 

１月２７日 繊維ファッションＳＣＭ推進協議会 平成２８年度第１回理事会 

２月 ６日 全国中小企業団体中央会 働き方改革に関する連絡会(第４回) 

２月１６日 全国中小企業団体中央会 補助事業説明会 

 

 

会議予定 

 

☆ 日本繊維産業会議 ２０１７年拡大常任委員会 

２月２２日（水）会議   １５時３０分 ～ １７時 於: 繊維会館 

懇親会  １８時 ～ ２０時    於: 東レ社員倶楽部 

☆ 日本繊維産業連盟 幹事会並びに下村会長感謝の会 

２月２３日（木）幹事会  １５時 ～ １７時    於: 東海大学校友会館 

感謝の会 １７時３０分 ～ １９時 於: 月曜会クラブ 

☆ 日本繊維産業連盟 第１０９回通商問題委員会 

２月２７日（月）１４時 ～１６時  於：繊維会館 

☆ 東レ ２０１７年「繊維産業シンポジウム」 

３月 ３日（金）１３時 ～１７時  於：ホテル日航金沢３Ｆ 

☆ 繊維ファッションＳＣＭ推進協議会 第９回経営トップセミナー 

３月 ９日（木）１５時 ～ １６時４０分  於：ＴＦＴビル９Ｆ 

☆  繊維評価技術協議会 第５回理事会 

３月１４日（火）１５時 ～１７時 於：ＫＫＲホテル東京 

 

http://www.smrj.go.jp/keiei/kodoka/denryoku/061175.html


 ２６ 

☆ ケケン試験認証センター 第３回理事会 

３月１５日（水）１４時 ～ 於: ＫＫＲホテル東京１１Ｆ 

☆ 当会 平成２９年度助成金等審査会 

３月１７日（金）１２時 ～  於：日絹会館 

 

 

イベント 
 

☆ 二○一七 桐生織物求評会 

２月２３日（木）１０時 ～ １７時 

２月  ２４日（金） ９時 ～ １６時 

会 場：綿商会館 

 

☆ 京都知恵産業フェア２０１７ 

２月２３日（木）～２４日（金）１１時 ～ １９時（最終日 １７時まで） 

会 場：渋谷ヒカリエ ９F 

 

☆ 第２０回みちのくよねざわの織の彩展 

３月 ２日（木）１２時 ～    １８時 

３日（金） ９時３０分 ～ １８時 

４日（土） ９時３０分 ～ １７時 

会 場：国際ファッションセンタービル ３Ｆ 

 

☆ 織の彩展２０周年記念 着物大好きパーティーⅰｎ東京 

３月 ３日（金）１８時３０分 ～ ２０時３０分 

会 場：第一ホテル両国 ２５Ｆアジュール 

 

☆ ２０１７ 桐生テキスタイルプロモーションショー 

３月 ８日（水）～ ９日（木）１０時 ～ １８時（最終日 １７時まで） 

会 場：青山テピア 

 

☆ フクイテキスタイルコラボ展 

３月１４日（火）～ １５日（水）１０時 ～ １８時（最終日 １７時まで） 

会 場：国際ファッションセンタービル 

 

☆ Ｉｎｔｅｒｔｅｘｔｉｌｅ 上海 Ａｐｐａｒｅｌ Ｆａｂｒｉｃｓ Japan Pavilion ２０１７ Ｓｐｒｉｎｇ Ｅｄｉｔｉｏｎ  

３月１５日（水）～ １７日（金）９時 ～ １８時 

会 場：中國國家會展中心 



 ２７ 

☆ 十日町きものフェスタ２０１７ 

４月１０日（月）～ １４日（金）審査会 ９時 ～ １７時（最終日１５時まで） 

         １５日（土）一般公開 ９時 ～ １５時 

会 場：十日町地域地場産業振興センター 

 

☆ Ｐｒｅｍｉｕｍ Ｔｅｘｔｉｌｅ Ｊａｐａｎ ２０１７ Spring/Summer 

５月 ９日（火）～ １０日（水）１０時 ～ １８時３０分（最終日１８時まで） 

会 場：東京国際フォーラム 展示ホール E 
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